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研究成果の概要（和文）：我々は，高齢者に対する作業療法が費用効果的であるかについてシステマティックレビュー
にて検証し，費用効果的な作業療法について検証した．また，それらの結果から，我々の開発したiPadアプリケーショ
ンである作業選択意思決定支援ソフトAid for Decision-making in Occupation Choice (以下，ADOC)を用いた作業に
焦点を当てた作業療法が通常の作業療法療法と比較し費用効果的であるかについてクラスター型無作為化比較試験を用
いて検証した．その結果，ADOCを用いた作業療法は，ADLの維持向上に効果があることが示唆され，費用効果であるこ
とも示唆された．

研究成果の概要（英文）：A systematic review of the cost-effectiveness of occupational therapy for older 
people was conducted. Two of the studies (one was preventive occupational therapy (#3) and the other was 
occupational therapy for dementia(#5)) found a significant effect and confirmed the cost effectiveness of 
occupational therapy for older people compared to the control group. We developed an iPad application 
called the Aid for Decision-making in Occupation Choice(ADOC) to promote shared decision-making in 
activities and participation level(occupation)-based goal setting by choosing from illustrations 
describing daily activities.We hypothesized that interventions based on occupation-based goal setting 
using the ADOC could focus on meaningful activities (occupation-based approach) that could improve 
quality of life (QOL) and independent ADLs, resulting in greater cost-effectiveness.The results suggest 
that occupational therapy using the ADOC for older residents might be effective and cost-effective.

研究分野： 作業療法学

キーワード： 作業療法　無作為化比較試験　費用効果分析　作業選択意思決定支援ソフト（ADOC)
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 人生に目的を持った高齢者は，死亡率が低
く[1], Well-being が高く[2], 身体機能が維持
され，日常生活活動（Activities of Daly 
Living：以下 ADL）低下や移動障害などのリ
スクが低いと報告されている[3,4].  しかし，
高齢者では，様々な身体的，認知的な障害の
ため，目的を持った活動を行うことが困難な
ことがある． 
 また，本邦における高齢者率は，先進国の
中でも最も早く，高齢者の医療費の上昇率に
ついて問題となっている[5,6]．Tamiya らは，
妥当な費用で良質の医療を提供すること，心
身の障害により弱くなった高齢者が良質な
生活を維持できるようにすることが課題で
あるとしている．  
 一方，作業療法は、健康、幸福と生活の質
に影響を及ぼす日常生活活動を支援するた
めに、様々な文脈で身体的能力面、認知面、
心理社会的面、感覚および他の側面に焦点を
あて介入する[7]． 
 近年，我々は，iPad (Apple Inc, Cupertino, 
CA, USA)アプリケーションである作業選択
意 思 決 定 支 援 ソ フ ト Aid for 
Decision-making in Occupation Choice (以
下，ADOC)を開発した．ADOC では，シス
テマティックに作業に焦点を当てた目標設
定を共有することができる[8,9]．ケーススタ
ディにおいても ADOC を用いることで失語
症患者の目的を引き出すことができ[10]，認
知症患者においても同様に意味のある作業
を引き出せたことが報告されている[11]. ま
た，Mini-Mental State Examination （以下
MMSE）にて 8 点以上[12]をカットオフポ
イントとする報告もある． 
 我々は，ADOC を用いることで，高齢者に
おいても意味のある作業への介入が行え，目
的のある活動に従事することができ，活動や
生活の質（Quality of Life:以下 QOL）の向
上に繋がるのではないかと仮説をたてた．ま
た，そのような介入によって，対象者自身が
健康になり，費用効果的な介入に繋がるので
はないかと考えた． 
 しかし，現状では，高齢者に対する作業療
法の費用効果に対するエビデンスが確認で
きておらず，第１段階としてシステマティッ
クレビューを行い，現状について把握し，介
入方法の検討を行うことが緊結の課題でる
と考えた．その結果から，無作為化比較試験
を行い，ADOC を用いた作業療法の費用効果
について検証した． 
 
２．研究の目的 
高齢者に対する作業療法について，費用効
果的であるかどうかシステマティックレビ
ューにて検証し，その介入方法を検討する． 

第２研究として，介護老人保健施設におい
て，ADOC を用いた作業に焦点を当てた介入
が通常の作業療法と比較して，ADL や QOL
に効果があるかについて，クラスター型無作
為化比較試験によって検証することである．
また，費用効果についても検証する． 
 
３．研究の方法 
 第 1研究としてのシステママティックレビ
ューでは，高齢者に対する作業療法が費用効
果的であるかについて焦点を当てた．本シス
テマティックレビューでは，Preferred 
Reporting Items for Systematic Reviews 
and Meta-analyses (PRISMA)声明に則りプ
ロトコールを作成した．また，このプロトコ
ー ル は ， PROSPERO International 
Prospective Register of Systematic 
Reviews 
(http://www.crd.york.ac.uk/prospero) に 登
録 し て い る (PROSPERO2013: 
CRD42013006750). 
 検索に用いたデータベースは，MEDLINE, 
CINAHL, Web of Science, PsycINFO, 
Cochrane Library, and OT seeker であった．
また，発行されていない研究を検索するため， 
the ClinicalTrials.gov と UMIN Clinical 
Trials Registries (UMIN-CTR)についても同
様に検索を行った．  

表 1 適合基準 

 
Inclusion criteria 

Publication type Research paper 

Study design Randomized control trial and cluster randomized control trial 

Participant age 
≥60 (We included the studies whose participants were older 

than 60 years) 

Intervention type 

Occupational therapy (including improved sensory-motor 

function, psychological function, cognitive function, activities 

of daily living, environment training, instruction regarding the 

use of assistive devices, counseling of primary caregiver) 

Comparison group 
At least one comparison group, either standard care/other 

intervention/no intervention (not occupational therapy) 

Outcome 

The primary outcomes of this review were functional status 

(i.e. Functional Independence Measure or fall ratio), social 

participation or quality of life, and cost. Costs were measured 

as total medical cost and care cost for the direct and indirect 

costs incurred during both intervention and follow-up. 

An incremental cost-effectiveness ratio was calculated when 

homogeneous and complete data were reported for costs and 

for either functional status or quality of life. 

Economic evaluation 

type 

Cost-effectiveness analysis, cost-utility analysis, cost-benefit 

analysis 



論文の引用文献についても同様に適合基準
に適合する可能性があるかどうかについて
検討した（最終検索日
表 1 に適合基準について示す．これらの適合
基準に従ってタイトル，アブストラクトより
スクリーニングを行い，適合したものについ
ては，全文を読み検討した．
第 2
のクラスター型無作為化比較試験（施設を無
作為割付けする）とした．
防ぐため，施設を無作為割付けする前に参加
者を募り，研究の同意を得た．施設の無作為
割付けは，研究チームとは独立したアシスタ
ントが，エクセルのランダム係数を使用して
行った．初期評価と最終評価は，研究のプロ
トコールおよび割付けをマスク化された評
価者によって行なわれた．統計解析もデータ
がどちらの群かマスク化された状態で行っ
た．ADOC
された作業に対して実動作を通して介入を
行うこととした．割付けについては，対象者
から聞かれるまで答えないこととした．対照
群の対象者は通常の介入
4 ヶ月とした．最終的なアウトカムは，
Shot-
（以下，
間内に生じた直接費用すべてを研究協力者
によって算定した．アウトカムに有意差が生
じた場合，増分費用効果費（
Effectiveness Racio
することとした．統計は，各群の比較につい
ては，マルチレベル分析を用いた．すべての
統計解析は
なお，本研究は，
倫理審査委員会の承認を経て実施した
（2012
 
４．研究成果
第１研究システマティックレビューの結果：
 検索の結果，４３７の研究が検索された．
最終的な適合基準を満たした研究は５つで
あった．そのうち２つの研究で効果が認めら
れ，また，費用効果的であることが示唆され
た（図１）．
ていた作業療法介入を具体的に検証すると，
共通点としては，「クライエント中心の評価
を行っていること」「クライエントにとって
重要な作業への介入が行なわれていること」
「介入に関わる
を受けていること」が挙げられた．我々は，
これらの研究から，高齢者に対する費用効果
的な作業療法は，クライエント中心の介入を
行うことで，自ら健康になり，医療費を削減
できるのではないかと仮設をたてた．この仮
説を検証するため，第２研究では，
いることで特別な教育がなくともクライエ
ント中心の評価が行え，費用効果的な介入に
繋がると考えた．
 
 

論文の引用文献についても同様に適合基準
に適合する可能性があるかどうかについて
検討した（最終検索日

に適合基準について示す．これらの適合
基準に従ってタイトル，アブストラクトより
スクリーニングを行い，適合したものについ
ては，全文を読み検討した．

2 研究のデザインは，シングルブランド
のクラスター型無作為化比較試験（施設を無
作為割付けする）とした．
防ぐため，施設を無作為割付けする前に参加
者を募り，研究の同意を得た．施設の無作為
割付けは，研究チームとは独立したアシスタ
ントが，エクセルのランダム係数を使用して
行った．初期評価と最終評価は，研究のプロ
トコールおよび割付けをマスク化された評
価者によって行なわれた．統計解析もデータ
がどちらの群かマスク化された状態で行っ

ADOC 群の対象者は，
された作業に対して実動作を通して介入を
行うこととした．割付けについては，対象者
から聞かれるまで答えないこととした．対照
群の対象者は通常の介入

ヶ月とした．最終的なアウトカムは，
-Form 36 （以下，

（以下，BI）とした．費用の算出は，介入期
間内に生じた直接費用すべてを研究協力者
によって算定した．アウトカムに有意差が生
じた場合，増分費用効果費（
Effectiveness Racio
することとした．統計は，各群の比較につい
ては，マルチレベル分析を用いた．すべての
統計解析は STATA13
なお，本研究は，
倫理審査委員会の承認を経て実施した
2012-032）． 

４．研究成果 
第１研究システマティックレビューの結果：

検索の結果，４３７の研究が検索された．
最終的な適合基準を満たした研究は５つで
あった．そのうち２つの研究で効果が認めら
れ，また，費用効果的であることが示唆され
た（図１）．それら，２つの研究で用いられ
ていた作業療法介入を具体的に検証すると，
共通点としては，「クライエント中心の評価
を行っていること」「クライエントにとって
重要な作業への介入が行なわれていること」
「介入に関わる作業療法士は，専門的な教育
を受けていること」が挙げられた．我々は，
これらの研究から，高齢者に対する費用効果
的な作業療法は，クライエント中心の介入を
行うことで，自ら健康になり，医療費を削減
できるのではないかと仮設をたてた．この仮
説を検証するため，第２研究では，
いることで特別な教育がなくともクライエ
ント中心の評価が行え，費用効果的な介入に
繋がると考えた．

論文の引用文献についても同様に適合基準
に適合する可能性があるかどうかについて
検討した（最終検索日 2014/1/13

に適合基準について示す．これらの適合
基準に従ってタイトル，アブストラクトより
スクリーニングを行い，適合したものについ
ては，全文を読み検討した．

デザインは，シングルブランド
のクラスター型無作為化比較試験（施設を無
作為割付けする）とした．Selection 
防ぐため，施設を無作為割付けする前に参加
者を募り，研究の同意を得た．施設の無作為
割付けは，研究チームとは独立したアシスタ
ントが，エクセルのランダム係数を使用して
行った．初期評価と最終評価は，研究のプロ
トコールおよび割付けをマスク化された評
価者によって行なわれた．統計解析もデータ
がどちらの群かマスク化された状態で行っ

群の対象者は，ADOC
された作業に対して実動作を通して介入を
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（以下，SF−36），

）とした．費用の算出は，介入期
間内に生じた直接費用すべてを研究協力者
によって算定した．アウトカムに有意差が生
じた場合，増分費用効果費（Incremental Cost 
Effectiveness Racio：以下，
することとした．統計は，各群の比較につい
ては，マルチレベル分析を用いた．すべての

STATA13 及び R を用いて行った．
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